(別添様式１- １)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：生活保護費　目：生活保護費
	事業名: 就労支援事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　　　
　　　　　　　　　　　健康福祉部 地域福祉国保課 社会援護担当　電話番号：058-272-8264
　　　　　　　　　E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：127,477千円（前年度予算額：124,536千円）

	事業内容


	１　事業の内容


【事業目的】
　　生活保護制度の適正な運用と自立助長を目的に、生活保護受給者の就労支援を行うため、福祉事務所（県は振興局福祉課）に就労支援員（※）を配置し、雇用に関する情報を一元的に把握するとともに、一人一人に合ったきめ細やかな支援を行い、生活保護受給者の早期就労及び自立を促す。
（※）生活保護受給者のうち、就労能力を有しているにもかかわらず就職していない者に対し、阻害要因を解消し、就労に向けた支援を行う専門職

【事業内容】
　　（１）就労支援員設置費

　　　　　　県（振興局福祉課）における就労支援員の設置

　　（２）就労支援事業費補助金
　　　　　　市（福祉事務所）が実施する生活保護受給者を対象とした就労支援事業（就労支援員の設置）に要する経費に対する助成

　　（３）就労支援事業推進費
　　　　　　生活保護受給者の就労支援に要する事務費
	２　所要経費


　　（１）就労支援員設置費　　　 16,905千円（就労支援員の報酬、共済費）
　　（２）就労支援事業費補助金　109,872千円（市への補助金）
　　（３）就労支援事業推進費　　　　700千円（県における事務費）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


　平成23年度の就労支援員の配置状況は、県振興局福祉課に６名、市福祉事務所に６名（５市）となっている。
	３　これまでの取組に対する評価


　県内においても、就労支援員が特に重点的に支援対象としている就労可能者は増加しており、中でも、従来からの支援対象者は、自身で就労不能者と思い込んで長期にわたり社会生活と疎遠になっている者が多く、意識改革から必要な状況にある。

　また、失業等により生活保護受給者となった支援対象者は、保護開始当初ほど就労意欲が高いため、早期の支援が必要となっている。

　したがって、今後も、就労支援員を配置することにより、引き続き生活保護受給者の自立・就労支援のための体制強化を図っていく必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	124,536
	0
	0
	0
	0
	0
	72
	0
	124,464

	要求額
	127,477
	0
	0
	0
	0
	0
	84
	0
	127,393

	決定額
	127,127
	0
	0
	0
	0
	0
	84
	0
	127,043


